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漁業経済学会　短　信

｢漁業経済学会第4 4回大会に参加して｣

鹿児島大学大学院　鳥居幸司

日本の水産物輸入を巡る状況は､輸入相手先の資

源枯渇が顕著になったり､経済発展による自国内消

費の増加などの要因で年々悪化している｡日本にと

って輸入体制の整備とともに､自国資源をどのよう

に管理し､有効に利用するかが重要な課題になって

いる｡今大会のシンポジウムは､ rTAC制度と沖合漁

業管理｣をテーマに取り上げ､新しい資源管理方策

について活発な鼓飴が行われた｡その内容は極めて

タイムリーであった｡

資源管理については､これまで様々な角度から議

論されており､本学会においても､第35回大会のシ

ンポジウムテーマとしてとりあげられた｡当時は､

r一定の補給尾数の資源から得られる通年漁獲量

を最大化するにはどのような漁獲がよいか｣が議論

の焦点であった｡高い漁獲量水準を継続的に維持す

るために過大な漁獲を抑制して漁獲後の生存親魚個

体数を最適化することを目的とするMSY手法､綱目規

制･禁漁期の設定を通じて､資源保護と同時に漁獲
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サイズ拡大による経済的効果をねらった努力量削減

型の方策､激しい漁獲競争を排除するための集団操

業体制-プール制-などが議論された｡これらの手

法は､漁家経営を強く意識し､どちらかと言えば､

経済的要因を強く反映した資源管理方策であった｡

しかし近年､従来の間接的方法では技術発展によ

る漁獲量の過大化に対応できなくなったことや､国

際的に徹底した資源管理を行う気運が高まったこと

などから､わが国でも､従来の間接的管理手法から

総漁獲量規制という直接的手法-の転換が求められ

るようになった｡ TAC制度という直接的管理方策は､

資源管理と同時に経済効率を念頭においた従来の管

理方策とは一線を画すものであり､本格的な資源管

理方策になりえるものである｡ただ､わが国にとっ

てTAC制度という直接的手法は未経験のものであるた

め､様々なトラブルが考えられる｡

TAC制度を有効に運用するためには､ TAC対象漁の

漁獲データを迅速に収集する体制が必要である｡わ

が国では､データ収集を漁協が行っているが､収集

速度に難点があるため､情報収集体制を整備する必

要がある｡また､篠原氏の指摘のように､漁業汝に

よる資源管理とどのように接点を持たせるのかも重

要な飴点である｡

次に､ TAC制度を単独で導入すると､ r早いもの勝

ち｣的過当競争や投棄魚の増加などが予想される｡

このため､黒沼氏が指摘したように.他の管理手段



と組み合わせることも検討する必要がある｡ただ､

管理を漁協に任せるのか､他の新たな団体に委任す

るのかという根本的な課題が残されている｡

TAC導入を国際的なレベルで捉えてみると､わが国

は､中国･韓国との間に複雑な領海問題を抱えてお

り､東シナ海･黄海では200海里を明確に示すことが

できていない｡当海域での資源悪化が目立っており､

3カ国の漁業の実態を把握した上で､国際的な資源

管理を行う必要がある｡中国･韓国の漁業について

は､片岡氏から紹介があり､今日的課題と問題が指

摘された｡多屋氏からは､不合理漁獲の発生の背景

と問題点について触れ､東シナ海･黄海での資源管

理は､領海設定合意の困難性､労賃コストの格差､

資源利用方式の違いなどから､資源管理の論点を不

合理漁獲に向けた方が得策であることが紹介された｡

今回のシンポジウムでは､国際的に導入の進む新

しい資源管理方策であるTAC制度について､制度導入

の背景から問題点まで幅広い議論が行われ､ TAC制度

を巡る議論は緒についたばかりである｡また､ TAC対

象魚をどのように配分するかも重要な論点であろう｡

漁協単位にするのか､それとも新しい割当基準団体

が必要なのか､いわばTAC制度の根幹に関わる問題で

ある｡今後､議論された事柄を個々に解決する必要

があるが､従来の漁業だけにとらわれず､斬新な方

法を模索することも含めて検討する必要があると考

える｡

｢漁業経済学会シンポジューム印象記｣

鹿児島大学　松田恵明

はじめに

1997年度の漁業経済学会第44回大会は5月31日か

ら6月1日の2日にわたって東京水産大学で開催さ

れた｡大会シンポジュームには2日目があてがわれ､

そのシンポジュームは｢TAC制度と沖合漁業管

理｣であった｡

我が国も1996年7月20日に国連海洋法を批准し､19

97年1月1日からTACがマイワシ､マアジ､サバ類､

サンマ､スケトウダラ､ズワイガニの6魚種に適用

されることとなった｡遅きに失した感はあるが､こ

のようなテーマが今回漁業経済学会で取り上げられ

たこと自体に意味がある｡

最初に東水大の小野氏から｢これまで本漁業経済学

会では本格的にTACについての議論をしたことは

ないが､今後議論を深めていく必要がある｡今年は

我が国のTAC元年にあたり､ TAC制度とそれが

適用されたばかりの沖合漁業の管理問題に焦点を絞

り､前半はTACの特徴について､後半は国際漁業

管理と大中型巻き網漁業管理について報告とコメン

トを準備した｡その後､一般討論の場をもって､我

が国のTAC問題に関する議論を深めていければ幸

いであるo Jという趣旨説明があったo
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報告は(D水産庁篠原氏の｢TAC制度の成立と背

景｣､ ②中央水研黒沼氏の｢諸国のTAC管理:課題

と可能性｣､ ③長崎大片岡氏の｢東シナ海･東海にお

ける200海里規制と漁業の再編動向｣､ ④東水大多屋

氏の｢TAC制度と沖合漁業の管理の現代的課題｣で

あり､それぞれの報告に対し､真水大の馬場氏､三

重大の佐久間氏､鹿大の婁氏､八戸大の服部氏がコ

メントを行なった｡その後一般討論は東水大の小野

氏と鹿大の山尾氏の司会で締めくくられた｡

1､報告の論点

第1報告で､直接TAC制度の成立過程をつぶさに

体験してきた水産庁の篠原氏は｢我が国におけるTA

C法(海洋生物資源の保存及び管理に関する法律)の

成立の背景には､1982年に調印され1994年11月16日に

発効した国連海洋法条約､日本沿岸域における韓国

･中国漁船の換業激化と沿岸資源枯渇があり､ TA

C法の導入に当たっての検討課題としては①減船補

償問題､ ②漁業法との斉合性問題､ ③韓国及び中国

との漁業協定の改定問題､ ④漁業権漁業との調整問

題があった｣ことを指摘した｡

そして､約2年間の検討の結果､日本の実情に合わ



せた世界的にもユニークなTAC制度が設立したこ

とを強調した｡その特徴は､ ①漁業者の自主性に任

せた資源管理協定制度であること､ ②地域性の強い

魚種について地方TACも認めたこと､ ③漁業法の

体系と並列させながら､ソフトランディングを重視

したこと､ ④TACの配分決定は科学的根拠を基礎

としつつも､過去3年間の漁獲実績を重視し､スムー

ズな導入を図ったこと､ ⑤漁獲量の早期把握のため

の情報処理体制整備を図るとともに､漁業者に漁獲

実績報告義務を課したことである｡

最後に､今後の問題点として､ ､ ①韓国･中国漁

船-の早期適用､ ②資源管理主体(国･県)の一本

化､ ③漁業法による規制の緩和､ ④減船･一斉更新

との斉合性､ ⑤漁獲量の早期把握等に言及した｡

第2報告で､黒沼氏は､ ｢多くの先進諸国では200

海里内の資源が国民所有であり､我が国では無主物

であるという解釈の違いから来る法制上の決定的な

違いはあるものの､我が国でも無主物資源を漁業と

いう産業を通じて市場メカニズム-組み入れていく

プロセスを経て私財的資源管理は進められている｡

我が国での200海里排他的経済水域の設定やTA C制

度の導入は､外部不経済を内部化する可能性に繋が

り､現在は自主管理や行政との共同管理の模索時期

である｣という基本的視点に立ち①OECD諸国のTA

c漁業管理の評価と②我が国のT A C制度の経済的

課題と可能性に言及した｡

そこで､漁業管理の方法を大きくTACのような

産出力規制､免許･許可･漁具･漁法･馬力制限の

ような投入量規制と体長制限･繰業期間･区域制限

のような技術的規制に分け､その目標は持続的資源

利用及び保全､さらに､持続的最大利益の達成であ

るとした上で､ OECD水産委員会のTAC管理研究を

引用し, TACだけでの管理は①過剰漁獲競争､換

業期間短縮､水揚げの変動問題等に直面し､ ②過剰

投資や製造費用の増大に繋がり､ ③資源の乱獲防止

に繋がらないことを説明した｡

その結果､ OECD加盟31カ国中20カ国でTACは実

施されているが､そのほとんどがTAC制と多手法

の併用である｡特にIQ (個別割当制)とITQ

(譲渡可能個別割当制)との併用の長短を示し､ア

イスランドのニシン漁業や底魚漁業を例にI Qとの

併用が尤も効果的であり, I TQとの併用も資源管

理に貢献することを指摘した｡さらに､高度回遊性

魚種やストラッドリングストックの管理や公海漁業

についてはNTQ (譲渡可能国別割当)が多国間調

整の経済政策オプションとして重要であることを指

摘した｡

最後に､我が国のTAC制は民間と行政による共

同管理の方向にあるが､その管理主体の明確化が今

後の課題であるとした｡

第3報告で､片岡氏は､ ｢TAC制度と漁業管理｣

を国際漁業再編の中で論じた｡そこで東海･黄海に

おける中国･韓国･日本漁業の歴史的展開を踏まえ､

今後各国は国内的には自己完結型の再編指向が強く

なる一方､国際的には水産物貿易､投資､外国人雇

用による調整が一段と強まることを指摘したo他方､

①日中･日韓漁業協定問題､ ②3ヶ国の漁業展開､

②各国の漁業経営条件と経営課題､ ③3ヶ国の漁業

協議の課題等に言及し､これからの相互入漁や共同

資源管理の重要性を指摘した｡さらに､その共同管

理の成功-の鍵として､ ①台湾･北朝鮮を含む5ヶ

国の共同管理､ ②同一歩調での漁獲努力量の削減､

③TAC対象魚の拡大と統一､ ④回遊性･広域分布

資源の共同管理･適正配分の必要性を強調した｡

第4報告で､真水大の多屋氏は､今回TACの対

象となった沖合漁業が歴史と資源からどの様な規定

を受けて展開し､その今日的課題とは何かをTAC

対象魚の代表であるマアジ､マイワシ､サバ頬の85

%以上を漁獲している巻き網漁業に焦点を当てて説

明し､ ①TAC制度による不合理漁獲の回遊と②業

種別団体あるいは国家を管理主体とする可能性を強

調した｡

なお､東海･黄海における資源管理については､

日･中･韓3ヶ国間の①領海設定問題､ ②労賃コス

ト格差による資源利用方式の違い､ ③資源評価の違

い等のため国際TACの導入が難しいことから､資
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源分割の大義にこだわらず､不都合漁獲削減に向け

た国際的合意-の努力の必要性を力説した｡

2.論議の焦点

第1コメンテイター馬場氏の｢減船補償に政府は

責任があるのではないか｣という間に足して､篠原

氏は｢北海道や三陸では減船補償を望む声もなく､

TACを自主管理できる団体に与えることで問題は

解決した｡ ｣と答えた｡ここでは自主管理できる団

体とは何かという問題や国や県レベルのTACによ

る資源配分は可能でも､当該団体内にはやはり｢共

有の悲劇J問題が温存する｡これらの問題がどう取

り扱われるかが自主管理の成否を決める｡

第2コメンテーターの佐久間氏は｢①行政府が設

定した漁獲枠は妥当か､ ②EUでは漁獲枠を巡って

漁業者はどのような行動をとったか､ ③EUにおけ

る行政と漁業者団体との関係はどうか､ ④EUにお

けるTAC導入の経緯はどうであったか｣等を問う

た｡これに対し黒沼氏は｢①社会的条件も加味され

るので､漁獲枠の妥当性について即答することはむ

ずかしい｡ ②漁業者の行動は各国のルールによって

異なるが､基本的には利潤の最大化と持続生産であ

る. (診93%の漁業者がTAC制度に参加しているオ

ランダでは､漁獲報告義務や模範団体-の補助等順

調に進んでおり､行政と漁業者との関係は良好であ

る｡ ④TACの導入はトップダウンが殆どで､カナ

ダ､ニュージーランド､ノルウェー等では共同管理

体制を採っている｡ ｣と説明した｡

第3コメンテーターの婁氏の｢東海･黄海におけ

る資源管理のコンセプトはこれまでどの国の業界に

もなかったし､ 200海里やTACの設定で簡単に東海

･黄海の漁業問題が解決するとは思われない｡ ｣と

いうコメントに対しては､片岡氏は｢資源的展望と

経営的展望は別であり､日本の以西底曳網漁業の立

ち直りは難しいとしながらも､相互入漁等による周

年換業の可能性は高い｡ ｣と答えた｡

第4コメンテーター服部氏の｢かんじんの不合理

漁獲の概念規定や管理主体の内容が不明瞭であ

-4-

る｡ ｣というコメントに対して､多屋氏は｢無主物

に対する不合理漁獲は無駄な漁獲を意味する｡過剰

投資や過剰水揚げは無駄以外の何者でもない｡ I Q

の導入によって乱獲や過剰投資が減っている例があ

る｡管理主体は国と業界あるいは地域共同体等に分

けられる｡国が管理主体となった場合臨機応変に対

応できないが､この弊害は業界あるいは地域共同体

では除かれる｡したがって､沿岸漁業の管理主体と

して地域共同体がうまく機能している｡しかしなが

ら､沖合漁業では地域に根ざさない漁業者が対象で

あることから､業界団体が管理主体となることが考

えられる｡ ｣と答えた｡

続いてフロアから沢山の質問が出された｡

①日本でTACが決定されたプロセスは?②ABC

(Available Biological Catch)とTACとの関係

は?③TAC制度と国連海洋法条約との斉合性は?

④どの程度のTACを実施しようとしているのか?

⑤TACの決め方はずさんすぎないか?⑥なぜ､激

減していくマイワシがTACの対象魚となったの

か?⑦TACの県別割当はどうして決まったか?⑧

TAC用には属地統計が必要ではないか? ⑨最終的

に資源管理組織を幾つぐらい考えているのか?⑩許

可の一本化が必要ではないか?⑪TAC制度によっ

て国は人類共有の財産である資源の管理を個人に委

託しようとしているのか?⑳TAC制度の導入を輸

入問題と連動させなくてよいか?⑬中･韓国との漁

業協定改訂の見通しはどうか?⑭TAC制度を柱と

した資源管理型漁業をどう考えていったらよいか?

⑳TACを導入するに当たって無主物-国民所有の

発想でいいのか?⑯EUでは市場メカニズムの中で

のTACやIQの自立性はどうなっているのか?⑰

複数魚種を対象としたTACの例は?⑱オランダの

TAC制度管理費用は高すぎるのではないか?⑲T

ACとIQやI TQの弊害事例は?⑳TACにする

と小型魚も取られるのでは?21韓国の減船計画はど

うなっているのか?22EEZの内容が各国でどう受

けとめられているのか?23南シナ海での中国漁船の

活動はどうなっているのか?24日本の中古漁船が中



国に売られ､中国の漁獲を伸ばしている現実をどう

みるか?

このような質問に対して今回は十分論議がつくさ

れたとは言い難いが､議論は沸騰し､新しいパラダ

イムが求められた｡なお､本シンポジュームに先立

って､一般報告の中に､ 3本の関連報告があったo

それらは三重大佐久間氏の｢沿岸域の鯨類資源管理

における割当制度｣ ､中央水研中西氏の｢漁業管理

の均等割に基づく合意形成-プール計算制を事例と

して-｣ ､農林水産省石塚氏の｢漁業管理制度に関

する日米欧比較研究一漁獲可能量制度の機能と法的

課題｣であり､タイムリーであった｡

3.おわりに

第44回　漁　業　経　済　学　会　大　会　報　告

5月31日(土) ～6月1日(日)の両日､東京

水産大学において､第44回漁業経済学会が開催され

ました｡両日とも多数の参加を得て､活発な討議が

なされましたが､大会プログラムは以下のとおりで

す｡

(一般報告)

1-1. ｢鯨類捕獲に関する一考察｣

鹿大大学院　　　藤島　法仁

ト2.北海道渡島支庁におけるホタテガイ養殖業の

個別配分量に関する考察

大阪管理(樵)　本多　剛

1-3.輸入サケ増大とサケ定置漁業の共同化

一北海道常呂漁業協同組合の事例より-

ES水産研究所　　境　一郎

ト4.漁家における女性就業一壱岐島勝本浦の事例

北大大学院　　　三木奈都子

1-5.漁家における農業兼業の動向について

水産庁　　　　　　玉置　泰司

ト6.漁家意識の的確性向上を目途とした統計デー

タの検証

農水省　　　　　井元　康裕

2-1. ｢食品衛生検査制度における自主検査に関する

ー5-

以上述べてきたように､本シンポジュームはテー

マ設定の主旨を十分に反映したものとなり､その点

では大成功であった｡しかしながら､今回は学会が

行政の説明を聞くという点が中心となっており､時

代の先行指榛を目指す学会企画としては甚だ情けな

い｡これを機に､学会も行政も広く門戸を広げ､情

報を交換し､学会と行政が二人三脚できるようにな

ればと願ってやまない｡漁業経済学界は水産行政に

関心を持つ数少ない中立的組織であり､このメンバ

ーの英知を結集することで危機に直面している日本

の水産行政も学会も大いに発展する｡

今や､現場を直視し､現場からの問題提起に系統

的に応えられる学会､科学する行政･業界が求めら

れている｡

一考察｣一輪入水産物を事例として-

鹿大大学院　　　富田　耕治

2-2.大都市における水産物流通の実態と卸売業者

の機能変化一大阪市中央卸売市場卸売業者B

社を事例として一

三重大院　　　　常　清秀

2-3.漁協合併論の系譜

北大大学院　　　栗原　修

2-4,大阪雑喉場問屋･商取引の-端一荷主に対す

る貸輿金について-

大阪市本場市場協会　酒井　亮介

2-5.韓国におけるマグロ産業構造の変化

釜慶大学　Kisoo Kin ･ Hyungchan Jung

･ Youngsoo Jang

2-6.中海･本庄工区干陸問題一中海の水産振興に

関する調査をめぐって

島根大学　　　　伊藤　康宏

◆◆◆　昼休み･総会　◆◆◆

13.　魚腸骨の有効利用システムの史的変化と展望

北海道大　　　　　古林　英一



14. ｢流通再編期の沖縄と魚市場｣ -鮮魚流通にお

ける各種規制と県民生活一

沖縄大学　　　　上田不二夫

15.　ホタルイカの産地間競争と価格変動

福井県立大　　　加藤　辰夫

16.　真珠養殖大量-い死事件の政治と経済

東水大　　　　　水口　憲哉

17.　漁業管理の均等割りに基づく合意形成-プー

ル計算制を事例として-

中央水研　　　　中西　孝

18.　沿岸域の鯨韓資源管理における割当制度

三重大学　　　　　佐久間美明

19.　漁巣管理制度に関する日米欧比較研究一漁

獲可能量制度の機能と法的課題一

農水省　　　　　　石塚　浩一

20.　FAO水産統計のFloppy Diskの使用方法につい

て

国際漁業研究会　　山本忠･裏道重明

◆◆◆　◆◆◆　◆◆◆　◆◆◆　◆◆◆

(シンポジューム)

テーマ: TAC制度と沖合漁業管理

1. TAC制度の成立と背景

水産庁　　　　　　篠原　孝

2.諸国のTAC管理;課題と可能性

中央水研　　　　　黒沼　吉弘

3.東シナ海･黄海における200カイリ規制と漁

業の再編動向

長崎大学　　　　　片岡千賀之

4. TAC制度と沖合漁業の管理の現代的意義

東水大　　　　　　多屋　勝雄

※コメンター;馬場治(東水大) ･佐久間美明　く三

重大学) ･婁小波(鹿児島大学) ･服部昭(八戸

大学)

※司会;小野征一郎(東水大) ･山尾政博(鹿児島

大)

(給金議事)

岳長に酒井亮介氏を選出し､浦城晋一代表理事の

挨拶の後､下記の議事について審議した｡

1. 1996年度事業報告

1996年度活動報告､会誌発行､短信発行

2.1996年度会計決算報告､監査報告(資料1)

3. 1997年度事業計画案

会誌編集計画､短信編集計画方針等が審議､了承

された｡また､ ｢分科･細目表｣付表　キーワード

に漁業経済学会として｢資源管理｣を追加する運動

を水産学研連の関連学会に働きかけていくことも了

承された｡次回の第45回大会開催地については｢明

海大学｣ (浦安市)が決定したが､シンポジューム

テーマ等については決定にいたらず､在京理事会に

一任ということで了承された｡

4.1996年度予算案(資料2)

原案どおり､了承された｡

5､その他

会計年度(決算〆の時期)や会員名簿録にfax番号

やe-mailを追記して欲しいとの提案がなされた｡

6.学会賞選考委員会報告

･学会賞:大塚秀雄｢鰻養殖業の経済学｣

･学会奨励賞:三木奈都子｢女性就業の構造変化に

関する研究｣ ､田坂行男｢水産物市場における外

食産業及び末端流通構造に関する研究｣

7.新役員(1997.5-1999.5期)の選出(50音順､敬

称略)

代表理事:小野征一郎

理事: ○伊藤康宏､池田均､浦城晋一､ 〇榎彰徳､

大島譲二､大崎晃､大塚秀雄､小野征一郎､柿本典

昭､加瀬和俊､ ○加藤辰夫､ ○片岡千賀之､ ○亀田

和彦､倉田亨､ ○黒沼吉弘､ ○佐久間美明､ ○佐野

雅昭､志村賢男､ ○島秀典､高山隆三､ 〇田坂行男､

○多屋勝雄､中居裕､ ○長谷川健二､ ○溝田英嗣､

○服部昭､ ○馬場治､ ○古林英一､康吉勝治､堀口

健治､ ○増井好男､松田恵明､ ○三輪千年､ ○三木

克弘､ ○宮浄晴彦､八木庸夫､ ○山尾政博､ ○婁小

波､ ○若林良和　　　　(○は常任理事)

-6-



監事;赤井雄次､米田一二三

8.新事務局体制

総務:馬場､編集‥宮揮､会計:佐野､組織:三

木､短信:馬場

9.学会賞選考委員会委員の選出

97.5月任期切れの加瀬･鈴木旭･多屋･高山の各

氏に代わり､片岡･堀口･倉田･島の4氏が選出さ

れたく97.5-99.5月) ｡小野氏が代表理事に遥出さ

れたため次点の長谷川健二氏が補充された｡ただし､

任期は康吉･小野両氏とも96.5-98.5月であるため､

長谷川氏の任期は98. 5月まで｡

在京理事会報告

1.学会誌編集計画及び短信発刊計画

昨年同様に､年3回を予定している｡ビブリオ作

業について､会員に対するアンケートを行い､協力

を依頼したい｡

2.次期大会開催地･シンポテーマ

高山･山下会員に尽力いただき､浦安市の明海大

学において開催する予定である｡具体的な日程をな

るべく早く決定し､会員に連絡したい｡

シンポテーマは第1回在京理事会では決定できず､

9月に臨時在京理事会を開催して再度論議すること

となった｡候補としては｢沿岸漁業(経営)の存立

形態｣や｢90年代における水産物消費の諸相｣等が

挙がっている｡会員各位の積極的な提案もお願いし

たいので､具体的なプランがあれば事務局までご連

絡下さい｡

事務局からのお知らせ
★1996年度新入会員の紹介

橋本童子(北海学圃大) ､福田徹也(近大院) ､ガ

ンジョンホ(真水大院) ､金大永(長崎大院) ､酒

井純(龍谷大院) ､安里和晃(龍谷大院) ､家常高

(中央水研) ､北爪博彦(小樽水高) ､立平進(長

崎県立美術館) ､江頭潤一(大分海洋水産研) ､常

晴秀(三重大院) ､篠原孝(農水省) ､除本理史

(一橋大院)

★1996年度退会者

島田正彦､山下正貴､山下豊治､吉田泰治､漁協学

校､松浦勉､古満太

★物故者

楠本勝英､益田庄三

★寄贈図書について

･ 『星陵台論集』第29巻第1号､ 1996年6月､神戸

商科大学大学院研究会

･ 『星陵台論集』第29巻粛2号1996年9月､神戸

商科大学大学院研究会

･ 『星陵台論集』第29巻第3号1997年1月､神戸

商科大学大学院研究会

･ 『大阪府漁業史』 ､大阪府漁業史編さん協議会､

平成9年3月

★日本農学賞候補論文の推薦について

平成10年度日本農学賞の候補論文(論文または著

香)を募集しております｡適当な候補がございまし

たら下記によりご推薦ください｡なお､受賞した論

文の著作権は日本農学会に帰属することとなります｡

1,推薦の締め切り　平成9年10月末日

2,提出書類

①推薦書

②論文要旨(400字詰め10枚以内)

③文献等証拠書類

④候補者の略歴書(生年月日及び自宅の電話番号

を必ず記載すること)
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( 1 9 9 6年度決界軸昏(1996.4-1997.3日

I.収入の帥

大科目 ��ﾈ6x怏m｢�予算 ���撮�政界一千第 

会鎗 宙�ﾃ�粳g���自Lｨ檍ﾊ��ｧy�h檍ﾊ��ﾔI�檍ﾊ��1.650.000 ���3�偵����偵�C2�����sb�����#�������-33t.000 

会誌売上 宙抦ﾇb��}Ik�5｢糲4��ｹ�ﾒ�爾ﾒﾘ�2�400,000 �#SR�����#SR�������-145.000 

苗付金 ��300.000 �3�������0 

大会収入 宙抦ﾇb������N��MHｵ侏霈J3ﾒ�500.000 �3�2緜���#ィ�����#偵c���-t86,400 

刊行助成金 ��0 優��0 

封を収入 宙抦ﾇb��y��r�+ｸ,ﾉ�ﾂ�20.000 澱ﾆﾃsB�ﾂ��sB�R�����-13,826 

当期収入合計 ��2.870.000 �"���2縱sB�-676.226 

約期換屯宝金 ��1.416.667 ��紊�b緜cr�0 

収入合計 �4.286.667 �2�.vﾆ�H示ﾆﾂ�-676.226 

2.支出の知

大科目 ��ﾈ6x怏m｢�予策 ���^R�予算-決定 

会弦等印刷費 宙抦ﾇb��ｧx檍ﾈｲ�%ｩ{R�2.000.000 �+ScCb纉迭�偵S�2ﾆﾆﾅ2�c2繝sr�353.005 

ii5措発送曹 ��250.000 �#�2�#���36.710 

邸耗属せ ��50.000 ���2�����-53.090 

会指弾 宙抦ﾇb��､�78橙�5h987ｨ�ﾂ��=r��5h987ｨ�ﾂ閲yN��ﾆ肘&餉DTﾉ�2�300.000 �3�"�#���s"�����#B繝���#S2�����3"紊���-82,200 

大会組鎗 宙抦ﾇb��ｻ8�諍w�{��wh酲>x�8ﾟﾉN��4�8ｸ6��ﾈ揵�2�+ｸ,ﾉ�ﾂ�600.000 鉄�b緜���S�萋��ﾄ�"緜���ﾆ������#c2纉���83.309 

負担愈 ��JI4.000 鼎2纉���90 

A-.,主し ��lO.000 ���10.000 

50周年鍵偏食 ��0 ��� 

当期支出合計 ��3.254.000 �"纉�b��sb�3_47.824 

換越金 ��1.032.667 都�B�#cR�328.402 

支出合計 �4.286.667 �2�.vﾆ�CC��676.226 
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3.肘産日録(一般会計)

織方i 貌D�?ﾉ�b�金柳 

郵便貯金 倅�ｉV��ﾈ踊ｾ竰�44.138 

皆idi頓金 �559.282 

振替貯金 偃磯ﾘ+��40,020 

現金 �60.825 

合計 ��704.265 

4.財産日録(特別会計)

( 1 9 9 7年度予井(1997.4-1998.3))

1.収入の軸

科目 ��涛yD�7��1996年度 ��ﾘﾋ��

%# 白緜S������I.650.000 ���
会蛙売上 �3S������400.000 蔦S������

大会収入 �#���������500.000 0 蔦3�������

刊行助成金 剴��

寄付金 �3�������300.000 ���

蝕収入 ��������20.000 蔦�������

′ト甘十 �%�.vﾆ�����2.870.000 蔦3c������

が一期換越金 都�B�#cR�1.416.667 蔦s�"紊�"�

合す十 �2�#�B�#cR�4.286.667 綴偵�s"紊�"�

増減=予算領一的年度予算額

2.支出の部

科目 ��涛yD�7��1996年度 ��ﾙ?��

会蝕等印刷費 ��繝�������2.000.000 蔦#�������

油措苑連発 �##������250.000 蔦3������

群紡局弊 免������50.BOO 鉄������

会広野 �3�������300.000 ���

大会鼓弊 �#�������600.000 蔦C�������

負担金 鼎B�����44.000 ���

雑費 ��������10.000 ���

50周年大会 鞭僻地入金 ���0 ���

小計 �"緜sB�����3.254.000 蔦S�������

[-,Ll' 鉄C��#cR�I.032.667 蔦C�"紊�"�

合計 �2�#�B�#cR�4.286.667 蔦���s"紊�"�

増枚-予弥額一前年度予井縞

学会短信No.82 

1997.9.25 

学会事務局 

〒108東京都港区港南4-5-7 

東京水産大学内 

TEL:03-5463-0566 


